
審議事項（５）－２

研究開発費等に係る会計基準 （改）ソフトウェアに関する会計基準
（企業会計審議会） （企業会計審議会　改：企業会計基準委員会）

繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 無形資産に関する会計基準
（企業会計基準委員会） （企業会計基準委員会）

＊「無形資産に関する会計基準の適用指針」は設けない

研究開発費及びソフトウェアの会計処理に （改）ソフトウェアの会計処理に関する実務指針
関する実務指針及び同Ｑ＆Ａ 及び同Ｑ＆Ａ（仮称）

（日本公認会計士協会） （日本公認会計士協会）

改正後改正前

「無形資産に関する会計基準の開発に当たっての基準等の構成イメージ（案）

実務指針及

びQAの改正

について

JICPAに依頼

したい。

「研究開発費に係る記述」

必要であれば、取り込む。

廃止する

⇒実務対応報告の廃止について

は無形資産基準の中で明示する。

「ソフトウェアに係る記述」

削除、修正の上、取り込む。

原則として踏襲する。

ただし、市場販売目的及び自社利

用ソフトウェアは無形資産会計基準

に従う取扱いとするか。

「研究開発費に係る記述」

「ソフトウェアに係る記述」

原則として踏襲する。

ただし、会計基準と整合するよう

改正。
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